












































＼之町明治 22年 l明盟主上期｜鵬32明｜明治3日｜明治 44 年
会計期間 1 年 2 年 8 月 1 年 4 月 8 月 1 年
流動資産 6,725009 10,210717 16,407719 25,537679 41, 14596 
流動負債 720295 643458 7,052807 6,84520 17,93770 
当期末資本（1) 6,004714 9,567259 9,354912 18,692479 23,20826 
特別支出 424279 1,348403 4,57885 l, 195632 4,21073 
修正資本（2) 6,428993 10,915662 13,933762 19, 888111 27,41899 
（明治21年〉 〈明治26年〉 （明治32年上期〕 （明治37年〉 （明治43年〉
前期末資本 5,273908 7,087903 10,865611 15,275482 21,325018 
営業損益（3) l, 155085 3,827759 3,068151 4,612629 6,093972 
純（増減損資〕益(4) 730806 2,479356 -1, 510699 3,416997 1,883242 
営業損益から特別支出（土地・建物・有価証券等〉を控除した額がいわゆる純損益で、あり，前期
末資本に対して増資もしくは減資の額となる。明治22年度では730円806 （増資〉， 明治29年度では











































については，営業外の別勘定扱いとされているからである。しかし， 0bliga ti on basisは明白でない。














書として用いられた。しかし， 文部省顧問 D.Murray.雇教師 M.M.Scottらの意見によって，
C. C. Marshの2書（ACourse of Practice in Single-Entry Book-keeping, 1871, Science of 






















































































































































和 式 帳 jιh事． 洋 式 帳 メ日込























































常の和蘭人が計算するよりも，一層迅速正確である。」（FrancoisCaron; Rech te Beschryvinge van het 


















いて， 商業帳簿に関する規定（明治23年・ 32年〉は， 複式簿記の採用を強制するものではなかっ
た。またそれが要求する財産目録は，和式帳合をもって充分これを作成しうるものであった。
これらの状況は，神田家元帳においても例外ではなかった。何ゆえに複式簿記が採り入れられな
かったのか。和式帳合と洋式帳合との記帳技術的対比一そこには原理的相違が潜在するーにおい
て，普及の障害となったものを， 一般論として述べたつもりである。それは，「読み・書き・そろ
（注〉
ばん」を中心とする寺子屋式教育に対する軌道修正の難しさの中にあったと思う。
注ほかにつぎの文献を参考にした。
神戸大学経営学研究室編「平井泰太郎経営学論集」〈第21章出雲帳合の性質）
西川孝治郎稿「わが国固有の帳合法について」企業会計7巻7号
